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１． 改訂スケジュール

１

現
在

飯塚市都市計画マスタープラン 改訂 （R4年2月）

H28年度
（2016）

R6年度
（2024）

・中間評価
・防災指針の作成
・都市機能・居住誘導区域の見直し
・目標値の見直し
・計画期間の延長

R3年度
（2021）

R13年度
（2031）

飯塚市立地適正化計画 策定 （H29年1月）

飯塚市立地適正化計画 部分改訂 （R7年3月予定）

飯塚市都市計画マスタープラン 改訂
飯塚市立地適正化計画 改訂

目標年次：H29（2017）年度～R8（2026）年度

目標年次：R4（2022）年度～R13（2031）年度

国・県の制度、上位・関連計画の更新に合わせた部分改訂を行う

※両計画を併せて全面改定を行う



事 項 時 期 内 容 等

第１回庁内委員会
令和6年2月
（書面開催）

・立地適正化計画とは
・主な見直しのポイント、スケジュール
・現状分析

第２回庁内委員会 令和6年3月21日 ・現行計画の中間評価報告
・誘導区域・誘導施策・目標値の見直しの方向性第１回外部委員会 令和6年3月25日

第３回庁内委員会 令和6年8月1日
・誘導区域・誘導施策・目標値の見直し案

第２回外部委員会 令和6年9月2日

第４回庁内委員会 令和6年10月18日

・防災指針案
・改訂版立地適正化計画案

国・県協議 令和6年11月1日

第３回外部委員会 令和6年11月7日

部長会議 令和6年11月20日 ・改訂版立地適正化計画素案確認

庁議 令和6年11月25日 ・改訂版立地適正化計画素案確定

パブリックコメント 令和6年12月1日～25日 ・市民意見募集・意見集約

都市計画審議会 令和6年12月3日 ・報告・意見聴取

経済建設委員会 令和6年12月10日 ・市民意見募集実施報告

公表 令和7年3月中 ・改訂版立地適正化計画の公表

以下のとおり、令和５年度・６年度の２ヶ年で、計画の見直しを実施

R
５
年
度

R
６
年
度

２

１． 改訂スケジュール



３

今回の部分改訂では、２箇所で誘導区域の見直しを行っている。なお、災害レッドゾーン
（土砂災害特別警戒区域等）は、平成28年１月策定時より誘導区域から除外している状況である。

■ 現行計画の誘導区域 ■ 誘導区域（案）

頴田支所周辺における都市機能
誘導区域・居住誘導区域の追加
（新たな用途地域指定箇所）

市民公園周辺における
居住誘導区域の追加

旧頴田支所周辺における都市機能
誘導区域・居住誘導区域の除外

〇２箇所で誘導区域の見直し

2． 誘導区域



４

（対応方針）
頴田支所周辺は、地域拠点として頴田支所の移転に伴う都市機
能誘導区域の設定及び周辺部における居住誘導区域に追加し、旧
頴田支所周辺の都市機能誘導区域及び居住誘導区域を除外する。

■頴田支所（地域拠点）周辺における誘導区域の追加
・頴田支所の移転により、移転後の支所周辺を新たに用途地域に
指定した。

■市⺠公園（飯塚市総合体育館）周辺における誘導区域の追加

（対応方針）
新たな施設・機能の整備を視野に入れ、市⺠公園全体が居住誘
導区域になるよう範囲を追加する。

・飯塚市総合体育館を中心としたスポーツ・レクリエーション拠点エリア
として、市⺠公園全体を利活用していく。

■ 誘導区域（案） 具体的な２箇所の対応方針

■ 現行
都市機能誘導区域

居住誘導区域

■ 修正案

誘導区域追加

誘導区域除外

頴田支所

旧頴田支所跡地
誘導区域除外

■ 修正案

■ 現行
居住誘導区域

都市計画公園

都市計画道路（未整備）

2． 誘導区域

誘導区域拡大



３．誘導施策の⾒直し

現行計画には公共交通に関する施策がないため、飯塚市地域公共交通計画との整合を取
りながら新たに2つの施策を追加している。

（１）拠点連携型の都市づくりに向けた公共交通ネットワークの構築

拠点連携型の都市づくりを実現するため、本市中心拠点地域の輸送、居住地から身近な生活利便施
設への移動などの各地区内の輸送、並びに本市中心拠点と各地区拠点間の輸送等の各種公共交通事
業を実施し、生活利便性の維持・向上に向けた公共交通ネットワークの構築を目指します。

（２）民間と行政との連携等による持続可能な公共交通体系の構築

公共交通の維持・確保に向け、民間公共交通機関とコミュニティ交通機関の役割分担や乗り継ぎ等の
連携、及び民間と行政並びに地域住民との協働により、効果的・効率的で持続可能な公共交通体系の
構築を図ります。

居住を誘導するために講ずべき施策として、産業に関する施策を追加

産業との連携

人口減少、特に生産年齢人口の減少の一因である雇用の場の減少に対応するため、市有地及び民有地に
おいて雇用の場となる産業・物流拠点を創出します。低未利用地や炭鉱跡地など幅広く検討を行い、現在実
施している筑穂地域の都市機能誘導区域及び居住誘導区域周辺における工業団地造成事業のように、国
道・県道・主要市道などの地域幹線道路により産業・物流拠点と居住誘導区域を繋ぐことで職住近接環境の
推進と居住の誘導を図れるよう、拠点連携型都市を推進します。

５



４． 防災指針

飯塚市における防災指針の検討フロー

7令和２年９月の都市再生特別措置法の改正に伴い、頻発・激甚化する自然災害に対応するため、安全・安心なまちづ
くりへの総合的な対策を講じることとして、居住誘導区域内で行う防災対策・安全確保対策を定める「防災指針」
の作成が位置付けられました。

防災まちづくりの将来像、災害リスク別の対応方針

施策・スケジュール・目標

〇第２次飯塚市総合計画
〇筑豊都市圏都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
〇飯塚市国土強靱化地域計画
〇飯塚市都市計画マスタープラン
〇飯塚市地域防災計画
〇遠賀川水系流域治水プロジェクト

施策など
整合・連携 6



居住誘導区域における防災上の現状・課題の整理

■ JR飯塚駅周辺
➢洪水浸水想定区域は浸水深５.0m以上
のリスク
➢人口・都市機能が集積
➢浸水継続時間が３日以上となることが想
定
➢垂直避難可能な建築物が少ない状況

■ 建花寺川両岸
➢家屋倒壊（河岸浸食）のリスクが想定
➢人口・建築物が集積

■ 遠賀川左岸側
➢洪水浸水想定区域は浸水深3.0m以上
5.0m未満のリスクが想定
➢人口・都市機能が集積
➢浸水継続時間が１日～３日未満となる
ことが想定
➢道路幅員４ｍ未満の路線がある

■ 遠賀川左岸側
➢洪水浸水想定区域は浸水深3.0m以上
5.0m未満のリスクが想定
➢浸水継続時間は１日～３日未満となる
ことが想定
➢家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流）が
指定
➢人口・都市機能が集積
➢指定避難所圏外（500m）の地域があ
る
➢道路幅員４ｍ未満の路線がある

■ 遠賀川右岸側
➢洪水浸水想定区域は浸水深3.0m以上
5.0m未満のリスクが想定
➢人口・都市機能が集積
➢浸水継続時間は１日～３日未満となるこ
とが想定
➢指定避難所圏外（500m）の地域がある

■ 遠賀川右岸側
➢洪水浸水想定区域は浸水深3.0m以上
5.0m未満のリスクが想定
➢都市機能が集積

➢一部の地域では、道路幅員４ｍ未満の
道路がある
➢一部の地域では、指定避難所圏外
（500m）の地域がある

➢一部の地域では、指定避難所圏外
（500m）の地域があり、道路幅員４ｍ
未満の道路がある
➢一部の地域では、家屋倒壊等氾濫想
定区域（氾濫流）内に人口が集積し、家
屋倒壊のリスクがある

➢一部の地域では、家屋倒壊等氾濫想
定区域（氾濫流）内に人口・都市機
能・建築物が集積し、家屋倒壊のリス
クがある

8

洪水、浸水継続時間、家屋倒壊

洪水、浸水継続時間、家屋倒壊

洪水、浸水継続時間、家屋倒壊

洪水、浸水継続時間

洪水

家屋倒壊

洪水、浸水継続時間、家屋倒壊

➢内水氾濫が想定

内水

４． 防災指針

■ JR天道駅周辺
➢洪水浸水想定区域は浸水深３.0m以上
5.0m未満の浸水リスクが想定
➢人口が集積

7



方
針

対策 対策項目 対策内容
実施
主体

短期

（０～５

年）

中期

（５～

１０年）

長期

（10～

20年）

リ
ス
ク
回
避

ソフト対策
【共通】

１．災害リスクが高い地域
における避難機能の
確保

〇災害リスクが高く避難上に課題がある地域における新
たな避難(場)所の新規指定や立体駐車場の活用

市

２．居住誘導区域の見直
しに関する検討

〇人命に危険を及ぼす災害リスクの範囲について居住誘
導区域の見直し

市

ハード対策
【共通】

３．浸水被害を想定した
市有建築物や道路等
の整備

〇新たな市有特定建築物や道路等の整備における土地の
嵩上げなどを含めた減災対策の推進

市

リ
ス
ク
低
減

ハード対策
【地震】

1．建築物の耐震化・長寿
命化や危険なブロック
塀等の撤去

〇市有特定建築物の計画的な耐震化及び長寿命化対策の
推進

〇耐震性の無い木造住宅の改修や危険なブロック塀等の
撤去の促進

市

２. 空き家の適正管理

〇旧耐震基準の空き家や管理されていない空き家の除却
の促進

〇利活用可能な空き家の有効活用による災害時の倒壊等
による被害防止

市

ハード対策
【洪水】

３．気候変動の影響に対
応した流域治水対策

〇遠賀川流域治水プロジェクトによる国・県・市が連携した
防災・減災対策の推進

国・県・市

ハード対策
【内水】

４．雨水による内水氾濫
軽減に向けた対策

〇ストックマネジメント計画や耐水化計画に基づく計画的
な下水道雨水管渠・雨水ポンプ施設・調整池の整備

市

防災指針の具体的な取組は、庁内関係各課へのヒアリングを行った上で、上位・関連計画
の防災・減災に関する施策と整合を図り、検討を行っている。

４． 防災指針

(２) 防災指針の具体的な取組とスケジュール

継 続

継 続

継 続

8



方
針

対策 対策項目 対策内容
実施
主体

短期

（０～５

年）

中期

（５～

１０年）

長期

（10～

20年）

リ
ス
ク
低
減

ハード対策

【ため池】
５． ため池の防災対策

〇防災重点ため池の耐震性、豪雨耐性、劣化状況に関
する調査の実施と調査に基づく防災対策の推進

市

ハード対策

【共通】

６. 防災拠点の整備と維

持管理

〇行政施設等の耐震化や耐災害性の強化、設備等の定期

点検、代替施設の確保
市

７．道路の整備

〇避難道路の保全対策の推進

〇緊急輸送道路等の重要路線における道路整備や橋梁

の耐震化と維持管理

市

ソフト対策

【共通】

８.ハザードマップ等の

作成・更新と住民への

周知

〇ハザードマップ（洪水・土砂災害・大規模盛土造成地・防

災重点ため池・内水等）の作成・更新と多様な媒体や活

動（学校教育やまちづくり協議会等）を通じた情報の周

知・活用

市

９．防災情報通信基盤や

情報伝達手段の整備

○気象・水位情報等に関連するシステムの整備や活用に

よる情報収集と発信

〇防災行政無線・インターネット・メール・SNS等による情

報伝達手段の多重化

市

１0．福祉避難所の指定・

運営

〇社会福祉施設の設備・人材が整った福祉避難所の指定、

必要な物資・器材・人材の確保
市

４． 防災指針

継 続

継 続

継 続

継 続

継 続

(２) 防災指針の具体的な取組とスケジュール

9



方
針

対策 対策項目 対策内容
実施
主体

短期

（０～５

年）

中期

（５～

１０年）

長期

（10～

20年）

リ
ス
ク
低
減

ハード
対策
【共通】

11．避難行動要支

援者等への支

援の充実

〇避難行動要支援者名簿や個別計画の調査と作成や更新

〇民間事業者と連携した避難支援者等の確保に向けた検討

〇避難確保計画の作成に対する支援の実施

市

12．避難行動に繋

がる対策や自

主防災組織の

活性化

〇総合防災訓練の実施

〇自主防災組織の設立支援や地域防災リーダーの養成研修の実施

〇自治会等における防災講座の実施

市

13．防災教育の推

進
〇各小中学校における避難訓練や防災教育の実施 市

14．物資の備蓄、

受援体制の事

前準備

〇飯塚市備蓄基本計画に基づく避難所運営に必要となる物資の備

蓄や資機材の定期点検

〇物資受援体制の整備と受援訓練の実施

市

４． 防災指針

10

継 続

継 続

継 続

継 続

(２) 防災指針の具体的な取組とスケジュール



方
針

目標 評価項目
2031

（令和１３）年度の目標値
参考 （直近の数値）

飯
塚
市
の
魅
力
・利
便
性
を

高
め
る
都
市
環
境
づ
く
り

都
市
機
能

拠点における
生活利便施設の確保

生活利便施設（商業・医療・
子育て）の徒歩圏人口カバー率

（単位：％）

75％
※人口減少下であるため、

直近の数値を維持する

商業）63.3％
医療）77.6％

子育て）82.0%
（2020年）

※３つの平均74.3%

地域コミュニティの活性化
交流施設の利用者数
（単位：人／年）

433千人
※現行計画から変更なしとする

380千人（2023年）

飯塚市の魅力を高める
学園都市づくり

大学との連携事業件数
（単位：件）

平均９件/年
※直近の数値を維持する

平均９件
（2016～2022年度平均）

交
通
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク

持続安定的な
交通ネットワークの構築

西鉄バス市内ローカル線
利用者数（単位：人/年）

1,440千人/年
※地域公共交通計画の目標と

整合を図る

1,208千人/年度
（2023年）

コミュニティ交通利用者数合計
（単位：人/年）

122千人/年度
※地域公共交通計画の目標と

整合を図る

105千人/年度
（2023年）

将
来
の
暮
ら
し
・安
全
安
心
を

支
え
る
生
活
環
境
づ
く
り

居
住

拠点およびその周辺における
良好な居住環境の確保

居住誘導区域内における人口の
市域全体の人口に対する割合

（単位：％）

45.0%
※現行計画から変更なしとする

40.9％（2020年）

居住誘導区域内における
鉄道駅周辺の人口密度
（単位：人／ha）

３０人/ha
※人口減少下であるため、

直近の数値を維持する
29.8人/ha（2020年）

自然環境の保全
居住誘導区域内における
都市公園面積（単位：ha）

43.8ha
※直近の数値を維持する

43.8ha（2023年）

防
災

災害に強いまちづくり

浸水対策事業の整備率
（単位：％）

100% 80.2%（2023年）

自主防災組織活動カバー率
（単位：％）

100% 88.8%（2023年）

いきいきと笑顔で暮らせる健幸都市づくり
健康寿命の延伸（平均寿命と健
康寿命の差）（単位：年）

平均寿命の増加を上回る
健康寿命の増加

※現行計画から変更なしとする

男性：1.42歳
女性：3.04歳（2022年）

５． 目標
■ 目標（案）

■ 効果（案） 上記目標の達成により得られる都市の姿

〇目標値は10項目に変更、効果を１項目追加 〇防災指針を作成することから防災の項目を追加

現行計画から
変更箇所：赤字


